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館大学編 『西国寺公望伝j第2巻、 1991年、 235頁、明治財政史編纂会 『明治財政







































































































































































































































































































































































迎えてJr立命館百年史紀要.1 2号、 1994年3月、 226-227頁)。中川は、上京直



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表 1-2 -1 京都帝国大学特別会計歳出決算額(明治30年度一明治39年度)
年度区分 経常部 臨時部 l日h、 言十 比較の差ム減
円 円 円 円
明治30年度 30，076.052 23，592.994 53，669.046 
明治31年度 77，611.800 40，245.153 117，856.953 64，187.907 
明治32年度 223，430.119 118，832.113 342，262.232 224，405.279 
明治33年度 326，341.937 101，253.525 427，595.462 85.333.230 
明治34年度 405，752.505 2，729.880 408，482.385 ム19，113.077
明治35年度 471，819.784 64，850.291 536，670.075 128，187.690 
明治36年度 612，287.006 61，424.899 673，711.905 137， 04l. 830 
明治37年度 648，147.908 99，232.428 747，380.336 73，668.431 
明治38年度 747，184.131 12，499.981 759，684.112 12，303.776 
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明治30年・ 24名、明治31年・ 49名、明治32年・ 99名、明治33年・ 96名、明治

























































































































































































































































































































その速記録が 『外交時報j 8巻11号(11月10日)に載っている (f日英同盟新協約
を論ずJ)。また 『京都日出新聞J11月22日付紙面には「国家の体面を重ぜ
よJという千賀の談話が載っている。
2. 千賀の経歴と文部省の内訓
千賀は、安政 4(1857)年に備前(後の岡山県)の武士の子として生まれた。
倉敷で講演しているのは、この生まれと関係があるのかもしれない。千賀
は、明治30(1897)年夏に、日本における領事裁判権に関する論文をベルリン
大学に提出して、博士号を得た。その末尾に彼がドイツ語で記した、その時
点までの経歴をみると、以下のようである。上京して中村敬字の同入社で英
国近代の哲学を講じたこともあったが、英国の国家学に関する文献は欠点が
多く一面的であると考えるようになり、明治17(1884)年夏に、 ドイツ国家学
を学ぶつもりで 『東京日日新聞Jの在欧通信員としてベルリンへ赴任した。
その後、ベルリン大学の哲学部と法学部で学び、一時間大学で日本語の講師
をしたこともある。
帰国後の経歴をみると、明治32(1899)年京大法科大学教授となり、最初羅
馬法講座を担当し、翌年からは国際公法講座の担当となった(緩馬法講座兼
担)。なお、『京都帝国大学史Jによれば、最初外交史を担当させる予定であ
ったが、外交史は第 1学年の科目としては不適当で、あると同時に、羅馬法の
担当者がいなかったので、専任教授の就任をみるまで(後に春木一郎教授就
任)、開講座を担当したのだという(外交史講座は大正期に設置された)。千賀
の主著は 『国際公法要義j明治42(1909)年であるが、他に著書として『法学
全書国際公法j大正 6(1917)年、『国際公法全J(京都法政大学から出版さ
れているが刊行年不明)があり、複数の訳書がある。
文部省は、秘書官松浦鎮次郎名で木下総長に対し、明治38年 6月17日付
で、この月14日に山川東大総長宛に文相が送った内訓の写しを送った。同時
に、木下総長宛に以下のような電報を打っている。「サクジツノオホサカマ
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イニチシンブンニセンガハクシノコウワダンアリハナノ、ダオダヤカナラズソ
ノガクシヨクイン〔学職員〕ニタイシジキヨクニクワンスルゲンドウヲツツシ
ムヤウゲンヂユウニトリシマリアリタシナホホンジツヒシヨカンヲシテトウ
キヨウテイコクダイガクソウチョウニタイシノ、ッシタ/レナイクンヲツウチョ
ウセシメタリミギナイクンノシユシハキカンニオイテモドウヤウニココロエ
ラルベシJ(この電報の綴じられている『機密書類』の目次には「千賀博士の(大
阪毎日新聞掲載)嬬和談について、電報にて文部大臣より総長あて注意方ならぴに
前件内訓同様心得べきょう訓令の件」とある)。この電報について、本学の公式
記録には何も記されていない。『大阪毎日新聞Jと、(ほぽ同主旨の談話を載
せた)r京都日出新聞』の 6月の紙面を調査したが、この電報の件は何も出
てこない。ただ、文部省の6月17日付のこの行動は、京都法科大学の教授た
ちが戸水事件に立ち上がる 1つのエネルギー源となった可能性はあるといえ
よう。
興味深いエピソードを 1つ紹介しておきたい。瀧川幸辰は千賀と同じく岡
山の生まれであるが、京大を卒業する時に、千賀の家に呼ばれ、国際法を研
究するように勧められ断った、という。すると、何か他の科目を専攻したい
のかと質問されたので刑法と答えたところ、千賀は富田山寿助教授が帰国し
たら君のことを伝えておくと述べた。その後富田から面会したいという通知
が来て瀧川が面会したところ「富田先生が言うのに、きみは刑法をやるそう
だが大いにやれ、よかろう、千賀先生から聞いたぞというわけです。それか
らいや応なしに刑法になったのですlと瀧)1は語っている(我妻栄・末川博・
瀧川幸辰『法律学と私.!1967年、 198-199頁)。瀧川事件が起こった時、千賀は
清白1を擁護する論陣を張ることはできなかった。その 4年前にこの世を去っ
ていたからである。
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第3項法科大学教授会の選挙による学長選出
1. r京都大学概覧jの記述
京都大学事務局『京都大学概覧』という謄写版刷の冊子がある。奥付をみ
ると、昭和22(1947)年10月に事務局庶務課の作ったもので、編纂者は小川録
郎である。この冊子の第 7章「本学の自治」に以下のような記述がある (113
-115頁)。
本学自治の沿革を尋ねれば、その資料は明治四十年に遡らなければならな
い。即ち
(中島〔中島とは明治39<1906>年に民法学の教授となった中島玉吉のことで
ある一一引用者〕談)当時法科大学長織田高に辞意があり、同大学教授の聞に
後任学長互選の準備を進めていたが、これに対し木下総長は「自身は見ず開か
ずの態度に立ちたいJとの意向を洩し、また文部省では同大学の措置を以て大
権干犯であるとして、強くこれに反対したのであった。しかし法科大学では、
これに顧慮することなく選挙を執行し、井上密教授が当選するに及んで、総長
は法科大学よりの推薦書中に書かれた「選挙ノ結果」という字句を削って、こ
れを具状し、本省に推薦の結果、前記井上教授が学長に補せられたのであっ
fこ。
右補職の発令は明治四十年五月十日附であったが、しかし文部省が、この前
例のない選挙の結果を採用するに至ったことに就ては、これを余儀なくさせる
に至った東大の先行的な波j闘について一応述べなくてはならない。即ち
(中島談)iC受けのJがないため、どこまでが中島談なのか不明一一引用者〕
明治三十八年、日露燐話尚早論で物議を醸した七教授の中、戸水教授を文部省
{休職にカ〕
が文官分限令によって罷免したことから、山川総長は教官任免に関する総長の
具状権を無視せられた理由によって辞任し、文部省は古参学長の農科大学長松
井直吉教授を後任としたが、教授側の嫌烈な反対を受け、遂に松井総長に辞任
を勧告するに至って、同総長は在職僅か十三日で職を辞した。
このことは文部省が総長職権の一部を無視したことに起因するのであるが、
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更に大学の意向を無視されたこと、して益々波湖を巻き起し、遂に久保田文相
は責を引いて職を辞したと伝えられる。従って、本学に於て法科大学が、学長
選挙を執行しつ‘あったとき、文部省及び木下総長は、共に東大の前例に鑑
み、本学の意向を無視することによって、惹起せられるであらう事態の激化を
極度に箸戒していたことは容易にこれを察せられるところであって、「見ず聞
かずの態度に立ちたいJの言の如きも、文部省と法科大学との聞に立った総長
の苦慮の告白であるともいえよう。而して、法科大学長発令の後、二箇月なら
ずして、七月一日木下総長の退官を見るに至ったのは、この責任に対する当然
の帰結ではなかったろうか。
以上の文章を読んで‘、 問題を 3点に整理して考えてみたい。①法科大学長
の選挙は行われたか、②行われたとして、文部省と総長との聞に確執があっ
たか、③①と②が共に存在したとして、それは総長退官の唯一の決定的な
ファクターだったか、の 3点である。
2. 分科大学長の選挙
明治26(1893)年改正の帝国大学令は、評議員については各分科大学ごとに
1名の教授の互選を認めていたが、分科大学長の互選の規定はない。京大発
足当時から、分科大学長五選の要求は存在した。理工科大学長中沢岩太は、
理工科大学教授4名の賛成者とともに、明治35(1902)年 9月、木下総長宛
「京都帝国大学官制改正ノ義ニ付建議J書を提出した。これは京都帝国大学
官制第10条(r第六条職員〔教授・助教授・助手・書記一一引用者)ノ外各分科大学
ニ学長一人ヲ置キ其ノ分科大学教授ヨリ文部大臣之ヲ補ス 分科大学長ハ帝国大
学令ノ規定ニ依リ総長監督ノ下ニ於テ各其ノ分科大学ノ事ヲ掌ルJ)を以下のよう
に改正してほしいという要求である。
第六条職員ノ外各分科大学ニ学長一人ヲ置キ帝国大学令ノ規定ニ依リ総長監
督ノ下ニ於テ各其分科大学ノ事ヲ掌ラシム
分科大学長ハ其分科大学教授ノ互選ヲ以テ三名ノ候補者ヲ定メシメ其中ヨリ
文部大臣之ヲ補ス
分科大学長ノ就職期ハ八月一日ヲ以テ始メ満二ヶ年ノ七月三十一日ヲ以テ終
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リトス
但二期以上ニ継続スルヲ得ス
(，木下広次関係文書J)
候補者を 1名とせず、 3名とするというこの漸進的な提案も採用されず、
京都帝国大学官制第10条は改正されなかった。理工科大学は、大正3(1914) 
年7月に理科大学と工科大学に分かれた。大井(清一)名誉教授が昭和期に証
言するところによれば、「大学長選挙ノコトハ大正三年七月 大藤(高彦
引用者)工科大学長ノ投票ニヨル選挙ノ例ヲ創始トスJU昭和十三年自八
月至十一月 大学制度調査委員会一件j)とのことである。本学の西洋史の教授
であった坂口靖(坂口遼編『ある歴史家の生涯一一坂口昂とその家族たち』追補
版、 1983年参照)の日記である「鉄史斎日記J(，坂口昂日記J)によれば、大正
5 (1916)年5月25日補任の藤代禎輔文科大学長も互選によって選ばれている
(同月10日の日記)。問題は、明治期に法科大学で学長選挙が実際に行われた
かどうかであるが、本学の公式記録には何も記されていない。『文部省開申
上申書類 自明治三十七年至明治四十年』をみても、明治39(1906)年10月、
法科大学長織田高が海外出張中、井上密に学長代理を命じた件の開申書類
(総長から文相宛)があるだけである。ただ、理工科大学の建議書がある以上、
法科大学にも学長選挙の要求があったから(高根義人の主張参照)、可能性と
しては法科大学で学長選挙が行われた可能性は完全には否定できない。行わ
れたとしても事柄の性質上公式記録には記載されないであろうと思われる。
ただ、一次史料で確認できない以上、可能性があったということ以上のこと
は、現時点ではいえない。将来の根本史料発掘でいずれかの結論の出される
日を待ちたい。
それでは、万一法科大学長選挙が行われたとして、文部省との関係はどう
であろうか。戸水事件の関係だけでなく、当時の文部省をめぐる状況の把握
も必要であろう。当時、内閣は第 1次西国寺公望内閣であり、文部大臣は牧
野伸顕であった。西国寺、牧野とも既にみたように京大創設に関して木下と
検討したメンパーである。文部次官は沢柳政太郎であった。後の「、沢柳事
178 
第4筋大学自治をめぐる風景
件J時の京大総長となる人物である。専門学務局長は福原鎌二郎である。こ
のようなト ップクラスのメ ンバーからなる当時の文部省と木下との激しい確
執を示す一次史料は現在のところ発見できないが、この問題も将来の解明に
委ねるよりほかはないようである。
『大阪朝日新聞j(明治40年5月1日付)は「京都法科大学長更迭Jという記
事で、単に「京都帝国大学法科大学長織田高氏は願に依り同大学長を免ぜら
れ井上密氏其の後任となれりJという事実のみを伝えている。
3. 木下総長の辞任
明治40(1907)年7月1日、木下総長は辞任した。当時の新聞記事はどのよ
うに述べているのであろうか。井上学長就任(5月10日)の前日付の 『大阪毎
日新聞』の「京都大学総長更迭説Jは、木下総長は近来健康がすぐれないの
で、この頃いよいよ辞任の意を強めたようであるから、文部省では後任者に
ついて苦慮していることを伝えている。 5月12日付の 『大阪朝日新聞jの
「天声人語j欄は、先程噂のあった木下総長の辞職説が昨今また伝わってい
る、今度は事実になるかもしれない、理由はもとより病気であり、近来とか
く健康がすぐれないのは事実であるが、京大創設以来就任10年に及び、文科
大学もいよいよ「整頓」したから、辞職して静養したいというのは無理がな
い、と述べ、後任候補者の名を数人挙げた後、かの法科大学のゴタゴタもよ
うやく片づき、織田学長と井上博士が代わることになったので、思い出した
ようにこんな噂が出たのかと思われる、と語っている。この法科大学のゴタ
ゴタが何を指しているのかはっきりしないが、従来の研究では、直前の法科
大学の規程改正をめぐる紛糾を指すと考えられている(万一総長と文部省との
対立があり、そのことをジャーナリストが知っているとすれば、そのことは明記
されたであろうと思われる)。木下総長辞任の直前の 6月26日付の「京都帝国
大学総長」という『京都日出新聞Jの記事は、先月下旬に総長が辞表を提出
したので、その後イ壬についていろいろ伝聞があることを伝えている。ただ
し、辞表提出の理由については述べていない。
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以上をまとめると、当時の新聞の説では、木下総長辞任の理由として①病
気、② 4分科大学の設置完了、③法科大学の規程をめぐる紛糾が挙げられて
いたようである。このようにみてくると、現在のところ確認されてはいない
が、万一法科大学長選挙が行われ、総長と文部省との聞で確執があったとし
ても、それは木下総長辞任の諸ファクターの 1つであって、唯一の決定的な
ファクターとはいいがたいように思われる。
明治期の組織や使節にはメ ンバーの若さという特質をもつものが多い。岩
倉使節団は明治 4(1871)年に日本を出発したが、その年齢構成をみると、最
も年長の大使岩倉具視でも47歳、副使の伊藤博文は31歳、 46名の大使・副使
以下書記官等のうち現在判明している44名分の平均年齢はほぽ32歳であり、
使節団は20代から30代を中心に構成されていた(田中彰 『岩倉使節団「米欧回
覧実記J.I1994年、 14頁、年齢は数え年)。京大が発足した時、木下総長は、 47
歳(嘉永4年1月25日生まれなので、太陽暦では1851年2月25日生まれ、満46歳)、
初代理工科大学長中沢岩太は40歳(安政5年3月29日生まれなので、太陽暦では
1858年5月12日生まれ、満39歳)、書記官中川小十郎は32歳(慶応2年1月4日
生まれなので、太陽暦では1866年2月18日生まれ、満31歳)、舎監石川ーは30歳
(慶応4=明治元年6月生まれ、 太陽暦では1868年7月か8月生まれ、舎監に命じ
られたのは、 1897年11月2日なのでその当時は満29歳)である。岩倉使節団には
留学生 も同行しており、金子堅太郎、団琢磨、中江篤介(兆民)、津田梅(後
の梅子)たちがいた。京大も明治29(1896)年4月に最初の教授予走者2名の留
学生の発令をみたが、そのうち年少の岡松参太郎は明治4年9月9日生まれ
であり、太陽暦では1871年10月22日(改暦は明治 5年12月3日に行われた)とな
るから、太陽暦で計算すると京大が発足した時満25歳にの時は留学中)、法
科大学教授に就任した時点(1899年9月11日)で満27歳だった。設置時期の点
からみても人的構成からみても若いこの大学は、その後大きな「大学自治J
をめぐる問題と出会うことになる。
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